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基本目標３ 健康・体力の向上 

運動やスポーツに親しみ、運動習慣を身に付けることによっ

て、たくましく生きるための体力の向上を図ります。 

また、健康で豊かな生活を送るための基礎を育みます。 

 

 

 

１ 体力・運動能力の向上 

２ 心と体の健康教育の推進 

３ 食育の推進 

４ 安全教育の推進 
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１ 体力・運動能力の向上 
◆ ねらい   

子どもの発達段階や体力・運動能力の状況を踏まえた体育科・保健体育科の授業を改善することによ

って、子どもの十分な運動量を確保し、体力・運動能力の向上を図ります。 

また、子どもが運動に親しむ機会を拡充することにより、生涯にわたって運動に親しむ資質や能力の

基礎を身に付けさせます。 

 

◆ 取り組み指標とその評価 

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 H31 H32 目標値 

①体力・運動能力向上推進指定
校※に指定した学校数（校） 

― １     
５年間で 
小学校 

延べ１２校 

②全学年を対象として「５分間
運動」を実施した学校数（校） 

－ 60     
全小中学校 
（６０校） 

※ 体力・運動能力推進指定校…体育科の授業や授業外での体力向上につながる取り組みを行い、実践事例などの

報告を行う学校。年に３校を指定。 

・取り組み指標①・・指定校をモデル的に１校指定し、体育の授業の充実や、休み時間等の運動遊び

を充実させるための環境整備等を行うことが体力向上につながることが検証できました。H２９年

度以降、毎年３校指定し、市全体の体力向上を図ります。 

・取り組み指標②・・全校において５分間運動を実践できました。四日市市運動能力・体力向上推進

委員会等を活用して、今後も全市的な取り組みを継続します。また、５分間運動の内容の充実に努

めます。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１） 体育科・保健体育科の授業の充実 

○ 主体的に運動に取り組む授業の創造 

 ・ それぞれの運動領域での身体技法を身につけることができるよう、運動が有する特性と、子ど

もたちに「つけたい力」を明確にした授業の創造に努めました。 

 ・ 子どもたちが、運動と自分自身とのかかわりを見つめることができるよう、授業のはじめに授

業の目標（めあて）を示したり、授業の最後に振り返る活動を取り入れたりするよう努めてきま

したが、さらに定着を図る必要があります。 

 ・ 誰もが楽しめる運動の場を設定することで子どもたちの運動量を確保し、体力・運動能力の向

上につなげました。 

○ 授業はじめの「５分間運動※1」の取り組みの充実 

 ・ 授業のはじめの時間を大切にすることを目的に、「５分間運動」を取り入れました。各校で主

運動につながる運動、子どもに不足する体力要素を向上させる運動という視点で運動のバリエー

ションを増やしました。子どもたちの運動への意欲を高め、「声・汗・笑顔」が出ることをめざ
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し、体を動かすことが楽しいと感じられるよう、さらなる取り組みの充実を図ります。 

   ※１ 5 分間運動…授業はじめの 5 分間に行う体と心をほぐす運動。 

 

○ 発達の段階および学年の系統性を意識したカリキュラムの作成 

 ・ 子どもの心身の発達段階や、学年ごとの系統性を意識したカリキュラムを、各校の実態に応じ

て見直すことができるよう、「四日市版 体育授業ガイドブック」に年間カリキュラム（例）を

掲載しました。 

○ 新体力テストの経年実施と活用 

 ・ 子どもたちが持っている力をすべて発揮できるよう、正しい測定の方法や調査種目の身体の動

かし方につながる効果的な運動について、実技研修会を開催し、周知を図りました。 

 ・ 子どもが自分の体に関心を持ち、自ら体力向上への意識を高めるために新体力テストの経年実

施と、記録の伸びが子ども自身や保護者に分かるよう「私の成長記録※2」等の活用をはたらきか

けています。 

※２ 私の成長記録…体力調査の結果数値をグラフ化し、視覚的に一目で自分自身の強みや弱みが分かり、経年で

の体力の変化を見ることができるシート。 

 

○ 体力向上に向けた指導者の意識の向上 

 ・ 小学校体育科教育研究協議会（小体研）、中学校保健体育科研究協議会（中保体研）と連携し

た実技研修会を行い、体力向上に関して指導者の意識が高まるよう努めました。 

 ・ 体つくり運動に関わる研修会を実施するなど、校内研修の充実を図っています。 

 

（２） 運動遊びを充実させるための環境整備（小学校） 

○ 運動機会の拡充、運動の習慣化 

 ・ 体育の授業や休み時間、業間や放課後に、子どもが体を動かす機会を拡充し、自ら主体的に運

動に取り組めるよう、環境整備を図っています。 

 

（３） 四日市市運動能力・体力向上推進委員会 

 ・ 平成 23 年度から本委員会を設置しました。子どもたちの体力、運動能力等の現状を把握し、

体力の向上に関わる有効な実践及び環境づくり等の取り組みについて研究を行い、情報発信を行

っています。 

 ・ これまで、「５分間運動」（小学校版、中学校版）、「５分間運動パート 2（小学校版）」を作成

し、カード、ポスターにして各校に配布しました。また、小学校体育科実践事例集や小学校教師

用副読本「体育の学習（光文書院）」を配布しました。 

 ・ 「四日市版 体育授業ガイドブック」を、平成 29 年度当初に配布できるように準備を進めま

した。 

◆ 今後の方向性 

〇 「何を学ぶか、どのように学ぶか、何ができるようになるか」を大切にした体育科の授業を通

して、心と体を一体として捉え、生涯にわたって心身の健康を保持増進し豊かなスポーツライフ
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を実現するための資質・能力を育てます。 

〇 子どもたちが日常的に運動や運動遊びに親しむことができるよう、休み時間等を活用し、全校

での運動や運動遊び等を、年間を通して計画的に実施できるように、働きかけていきます。 

〇 新学習指導要領では「主体的・対話的で深い学び」のある単元の構成が求められます。そのた

め、小学校においては低・中・高学年の３段階で示された弾力的な内容の取り上げ方について、

年間を見据えて具体的に検討し、市内各校へ拡げていきます。 

〇 新体力テストの継続実施を目指します。 

〇 体力向上推進校を指定し、体育科の授業や授業外での体力向上につながる取り組みを行い、そ

の成果を市内全学校へ拡げていきます。  
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学校三師・保護者・学校による会議 

２ 心と体の健康教育の推進 
◆ ねらい   

子どもたちが健康で安全な生活を自ら管理し、改善していくための資質や能力を育成します。また、

学校保健委員会の取り組みを充実させるとともに、関係機関と連携した健康教育を推進します。 

◆ 取り組み指標とその評価 

取り組み指標 
現状値

H27 
H28 H29 H30 H31 H32 目標値 

学校三師の知見を活用し
た学校保健委員会や研修
会等を開催した学校数
（校） 

－ 
小学校３３校 
中学校１７校 
（５０校） 

    
全小中学校 
（６０校） 

 三師との定期的な情報共有から明らかになった健康課題をもとにテーマに設定するとともに、三師か

ら事前指導を受けるなど、より確実に知見を活用できるように手法を工夫し、全校実施を目指します。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）授業を中心とした健康教育の推進 

・ 健康教育については、保健の授業（小学校は保健領域、中学校では保健分野）はもとより、関

連する教科（社会・理科・家庭・生活等）や特別活動等でも行っています。 

【保健の授業】＜「学習指導要領」解説より＞ 

【関連する教科・特別活動による学習】 

  ・ 社会・理科・家庭・生活等関連する教科による学習 

  ・ 総合的な学習の時間・特別活動等による学習 

（２）関係機関と連携した健康教育の推進 

 ○ 学校保健委員会を利用した健康教育 

・  学校保健委員会は、自校の児童生徒の健康問題             

について、学校・保護者・関係機関が協議するための組織であ

り、効果的に機能させることで、健康教育の推進につながりま

す。 

・ すべての小中学校において学校保健委員会を設置し、年１回以

上、会議、講演会、研修会等、学校の課題に応じて開催していま

す。 

 

 

第３学年 第４学年 第５学年 第６学年 第１学年 第２学年 第３学年

・毎日の生活と健康 ・育ちゆく体とわたし
・けがの防止
・心の健康

・病気の予防
・心身の機能の
発達と心の健康

・健康と環境
・傷害の防止

・健康な生活と
疾病の予防

（４時間程度） （４時間程度） （８時間程度） （８時間程度）

小学校保健領域 中学校保健分野

（３年間で４８時間程度）
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＜学校三師と連携した健康教育の実践例＞ 

・学校医による「規則正しい生活リズム」についての講話 

・学校歯科医・歯科衛生士等による「歯と口の健康教室」  

・学校薬剤師による「くすりの正しい使い方教室」（薬物乱用防止教室を含む） 

 

〇 学校三師と連携した健康教育 

  ・ 各学校には学校三師（学校医・学校歯科医・学校薬剤師）を置いています。学校三師が学校

保健委員会や研修会等に参加し、専門的な立場から指導・助言を行うことで、参加者が健康課題

への意識を高めるとともに、その具体的な改善方法や工夫を知り、実践への意欲を高めることに

つなげています。 

 

 

 

 

〇 その他の機関と連携した健康教育 

 ・ 消防本部所有の消防関係資材（心肺蘇生練習用品等）を利用した授業実践 

 ・ 保健所職員による性感染症予防に関する出前講座 

 ・ 警察・ライオンズクラブによる「薬物乱用防止教室」 

（３）個別及び集団の健康課題に応じた取り組みの充実  

〇 保健室や学級における養護教諭等による保健指導 

（例）むし歯予防導、生活リズムの確立、感染症予防、けが・病気の予防 等 

  〇 アレルギー疾患に対する対応 

   「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」、「学校におけるアレルギー疾患の手引」

を活用し、学校職員・保護者・医療機関が連携し、共通理解をもってアレルギー疾患を持つ児童

生徒への対応にあたっています。 

  〇 「心の健康」の指導の充実 

   ＹＥＳnet（四日市早期支援ネットワーク）の出前授業を活用し、「心の健康」の充実を図ってい

ます。 

 ◆ 今後の方向性 

○ 健康教育については、教科における保健学習や総合的な学習の時間・特別活動等との関連を図り、

年間計画に基づいた指導をしていきます。また、必要に応じて専門機関や関係機関とも連携し、指

導の充実を図っていきます。 

〇 学校・学校三師間の連携を緊密にし、学校保健に係る情報交換を定期的に行うことで、自校の健

康課題を明確にするとともに、学校保健委員会や研修会等についても、学校三師の知見を積極的に

活用し、健康課題の解決に向け、適切に対応するよう努めます。さらに、学校保健委員会や研修会

等を開催する日時やテーマの設定、開催通知等を適切に行うことで、家庭や地域の方の参加を増や

し、健康教育の啓発と推進を図っていきます。

学校医による講話 

＜学校保健委員会 実践例＞ 

テーマ「よい姿勢の生活習慣を～姿勢もピン！心もピン！

～」 

①テーマをもとに保健委員会の児童が発表 

②全校でよい姿勢を保つための体操を実施 

③学校医による姿勢に関する講話 
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３ 食育の推進 
◆ ねらい   

子どもたちが生涯にわたって健全な心と身体を培い、豊かな人間性を育んでいく基礎となる食育の推

進を図ります。そのため、食に関する指導に学校給食を生きた教材として活用し、子どもが自らの「食」

を判断し、選択する実践力の向上を図ります。 

また、健全な食生活を実践することができるよう、栄養教諭等や関係機関と連携した食に関する指導

の充実を図ります。 

◆ 取り組み指標とその評価 

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 H31 H32 目標値 

①教育委員会から発行し
ている給食だよりで、生産
者の情報を盛り込んだ記
事を掲載した回数（回） 

― 未実施     年３回以上 

②栄養教諭等や関係機関
※と連携した授業等を実
施した学校数（校） 

－ 
小 ３８校 
中 １９校 
（５７校） 

    
全小中学校 
（６０校） 

※ 関係機関…市農水振興課・健康づくり課、市教育委員会学校教育課など 

・取り組み指標①・・地産地消への関心と理解を深めるため、平成 29年度から実施。 

・取り組み指標②・・専門性を生かした食に関する指導や体験的な活動の取り組みが広がっています。

今後も、栄養教諭等の資質向上や関係機関との連携推進に努め、さらなる取り組みの充実を図りま

す。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）学校給食の充実 

 ○ 栄養バランスのとれた給食の提供 

学校給食では、成長期にある児童生徒に栄養バランスのとれた豊かな食事を提供することにより、

心身の健全な発達を図っています。 

 

                      

    

 

 

 

           

 

○ 地産地消の推進 

小 学 校 給 食 で は 特 別 栽 培 米 を 使 っ た 米 飯 を 週 ３ 回 、 県        

内産小麦粉を使ったパンを週２回実施し、三重県産生乳で 

区分 小学校 中学校 

実施校数 38 校 22 校 

対象人数 16,285 人 8,667 人 

実施回数 188 回 180 回 

給食費 月額(高)4,300 円(低)4,100 円 １食３００円 

【
小
学
校
給
食
】 

【
中
学
校
給
食
】 

学校給食の概要（平成２８年５月１日） 

※平成２９年度給食費改定 月額(高)4,600 円(低)4,400 円 
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作られる低温殺菌牛乳を使用しています。「みえ地物一番給食の日」や「四日市ふるさと給食の日」

を中心に、地場産物を優先的に使用するほか、日本の伝統料理や郷土料理をとり入れています。ま

た、生産農家を招待した交流給食を実施しています。 

○ 中学校デリバリー給食の充実 

中学校では、家庭弁当との選択制で、デリバリー方式の給食を実施しています。給食を教材とし

た食育につなげるとともに、給食を利用したことのない生徒にも利用のきっかけとするため、全員

喫食や試食会の取り組みを進めています。また、給食の献立についても、生徒考案のメニューやア

ンケートでの人気メニューを取り入れ、より一層の内容の充実を図っています。 

 

（２）食に関する指導の充実 

○ 学校教育活動全体での取り組み 

   各校・園ごとに、地域性や特色を盛り込んだ「食に関する指導の年間計画」を作成しています。

乳幼児期から生涯までの見通しをもった目標を定めるとともに、小中学校においては、発達段階に

応じた食に関する指導の重点を具体的に設定しています。また、食に関する指導を学校教育活動全

体で行っていくため、全体計画を踏まえた学年ごとの年間指導計画を作成し、食に関する指導を行

う時期や、関連教科等を明確にして、教育活動全体での取り組みを進めています。 

○ 栄養教諭等や関係機関との連携 

栄養教諭等や関係機関の専門性を生かし、各学年の教科 等と関連した

食の指導を行っています。小学校に配置されている１７名の栄養教諭等は、

小学校だけでなく中学校にも出向いて食育を推進しています。 

今後も栄養教諭等と各学校の連携をさらに深め、

児童生徒に必要な専門性の高い食の指導を全

ての学校で実施することが課題です。 

◆ 今後の方向性 

（１）学校給食の充実 

○ 学校給食では、食育を推進する上で「生きた教材」となるよう、市のマニュアルに沿った食物ア

レルギー対応や、生産者等と連携した地産地消への取り組みを進め、食事内容のさらなる充実を図

っていきます。 

○ 中学校では、現在の給食内容の改善を図るとともに、食育を継続的・計画的に行うための食缶方

式の導入に向け、より本市の中学生にふさわしい内容となるよう基本構想・基本計画の作成を行い

ます。 

（２）食に関する指導の充実 

○ 就学前から中学校へ、一貫性・系統性のある指導を展開することができるよう、幼保小中が連携

し、食に関する指導の全体計画・年間指導計画に沿って、継続的な食の指導を行うとともに、栄養

教諭等や関係機関との連携を深め、専門性を生かした食に関する指導の充実を図ります。 

 ○ 自ら栽培し、収穫したものを味わう喜びや、感謝の心・地域への愛着を育むため、体験活動や地

場産物の生産者との交流等を進めます。 

 在籍校数 兼務担当校数 

栄養教諭 １１ 小１７・中１７ 

学校栄養職員 ６ 小 ４・中 ５ 

四日市市在籍・兼務状況（H28） 
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４ 安全教育の推進 
◆ ねらい  

自他の生命の尊重を基盤として、自ら安全に行動し、他の人や社会の安全に貢献できる資質や能力を

高めるとともに、安全な環境づくりについて、積極的に取り組むことのできる子どもを育てます。 

また、危険予測能力の向上を目指し、関係機関と連携した様々な体験活動を生かした安全教育の充実

を図ります。 

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 H31 H32 目標値 

交通安全教室、防犯教室（訓
練）、防災・避難訓練のいずれか
を家庭・地域・関係機関と協働
して実施した学校数（校） 

－ ６０     
全小中学校 
（６０校） 

全校において、家庭・地域・関係機関と協働した安全教育を実施できました。今後も、継続して体験

的な活動を取り入れた安全教育を推進します。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

 （１）家庭・地域・関係機関との連携を図った安全教育 

 

○ 防犯教育 

・ 防犯に係る取り組み 

防犯訓練（不審者侵入対応訓練）、防犯教室を警察等と連携を図って実施しています。また、

「子ども防犯等情報データベース」を活用して、各学校園及び地区市民センターなどで不審者

情報等を共有し、防犯の指導に生かすとともに、緊急な情報共有が必要な場合は、四日市市学

校・園情報メール配信システム（すぐメール）により情報を保護者等の関係者に配信し、子ど

もの安全啓発に努めています。 

防犯訓練・教室の実施状況（実施校数） 

 

 

 

 

 

 

◆ 今後の方向性 

不審者の校内侵入や声かけ、連れ去り等への対応について、子どもや地域の実情に応じた

様々な場面を想定した訓練等を、関係機関と連携して実施することで、防犯の意識を高めます。 

 

 

 

 

 

 防犯訓練・教室の実施 
（児童生徒対象） 

防犯訓練・教室の実施 
（教職員対象） 

小学校 ３０ １９ 

中学校 ８ ２ 
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○ 学校安全 

・ 学校事故発生の状況 

 平成２５年度から増加傾向にあった学校事故の件数は、平成２８年度に大きく減少へと転じ

ています。主な要因としては、体育の授業(小中)、休憩時間(小)、 

部活動(中)における学校事故件数の減少が挙げられます。 

＜場所別・場合別発生件数＞：平成２８年度日本スポーツ振興センターに報告した事故 

 

・ 場所別の事故発生状況 

校舎内（体育館を含む）での事故が４８％を占め、校舎外の運動場・校庭での事故は

全体の３７％を占めています。 

 

・ 場合別の事故発生状況 

課外活動中（※大半が中学校の運動部活動中）の事故が３２％で最も多く、次いで体

育を含む各教科中の事故が２８％という結果となりました。 

 

・ 学校事故防止に向けた取り組み 

子どもたちをはじめ学校で活動する全ての人たちが、安全安心に活動できるよう、教育施設

の点検整備を定期的また随時実施しています。また、学校三師や保護者・地域の方の校内観察

から、それぞれの見地による改善点や意見などいただくことで、安全安心な教育環境づくりに

つなげている学校もあります。 

校舎内 

1,008

件 

48% 

校舎外 

750件 

37% 

学校外 

351件 

15% 

場所別発生件数 

（小・中 2,109件） 
2373 2307 2271 2300 2317 

2109 

1000

1500

2000

2500

H23 H24 H25 H26 H27 H28

件数 学校事故件数の推移  

課外活動 

32% 

各教科等 

28% 

休憩時間 

24% 

通学中 

8% 

特別活動 

4% 

学校行事 

4% 

場合別発生件数（小中2,109件） 

57% 24% 6% 6% 5% 
2% 

場合別発生件数（中 1,247件） 

課外活動 各教科等 休憩時間 通学中 学校行事 特別活動 

46% 29% 13% 8% 4% 
0% 

場合別発生件数（小 862件） 

休憩時間 各教科等 通学中 特別活動 学校行事 課外活動 
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◆ 今後の方向性 

危険予測能力の向上を目指し、子どもの実態や地域の状況に応じて、関係機関と連携しなが

ら体験活動を生かした安全教育の充実を図ります。また、日頃から身の回りの安全に対する意

識を高め、各教科・道徳・特別活動・総合的な学習の時間等との関連を図りながら、問題解決

に向けて取り組む力を育む授業などを行い、安全意識の高揚を図ります。 

 

○ 交通安全 

・ 交通事故発生件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市内の小・中学生の交通事故発生状況は、最近 10年間で見てみると平成 28年度は最も少

なくなりました。月別では、学校生活に慣れた時期や秋（９～11 月）に多くなっています。

また、時間帯別でみると、登下校時や放課後に多く事故が発生しています。 

・ 自転車乗車中の事故 

「路上通行不注意」「飛び出し」が

事故原因の大半を占めていました。 
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【自転車の乗り方５原則】 

① 自転車は、車道が原則、歩道は例外（１３歳未満は歩道通行可） 

② 車道では左側を通行 

③ 歩道では歩行者優先で、車道寄りを徐行 

④ 安全ルールを守る（二人乗り・並進の禁止夜間はライト点灯、交差点での信

号遵守と一時停止・安全確認） 

⑤ ヘルメット着用 

・ 交通安全教室の取り組み 

各校では、交通安全教育を年間指導計画に位置づけています。実施の際には、関係機関

（各警察署及び各地区交通安全協会、三重県交通安全協会、四日市市交通安全協議会、自動車

学校等）と連携し、体験活動を重視しながら交通安全指導を行っています。 

 

交通安全教室の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

「平成２８年度学校安全に関する行政資料作成に係る調査（平成２９年２月実施）より」 

※その他は、複数学年、地域別、保護者を含む内容での実施 

 

・ 子どもたちの安全を見守る体制 

学校、家庭、地域などが連携した登下校の安全指導が多くの地域で行われ、その結果、平成

２８年度に発生した交通事故は１０３件となり、昨年度（１２９件）と比較して２６件減少し

ました。 

 

◆ 今後の方向性 

○  交通安全教室について、今後も各学校で関係機関と連携して取り組みを進め、交通

事後防止に向けて、交通ルールを守ろうとする意識の向上を図ります。 

○  自転車乗車中の件数が全体の 7４％となっており、今後も「自転車乗り方５原則」

の徹底など、交通安全指導に力を入れていきます。 

○  「路上通行不注意」「飛び出し」が事故原因の大半を占めていました。今後も家庭や

関係機関と連携して、「路地を横切る時に人や車が出てくるかもしれない」といったよ

うに、子どもたちの危険予測能力を育成する必要があります。合わせて、交通マナー

として、「人とすれ違う時にはスピードを落とす」、「自転車を降りて歩く」等、「他者

への思いやりの心」を育む指導を続けていきます。 

 
実施 

校数 

実施対象別校数 主な実施内容 

全校 学年別 その他 
シミュレーターを使った

正しい自転車の乗り方や

正しい歩き方の実技体験、

腹話術を使った講話等。 

小学校 

（３８校） 
３８ １１ ２０ ７ 

中学校 

（２２校） 
１５ １ １３ １ 
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防災ノート（第４版） 

○ 防火・防災教育 

・ 自然災害から命を守るために 

近い将来に発生することが危惧されている南海トラフ地震などに対して、家庭での防災意識

を高めたり、災害に対して十分な対策（備え）をしたりすることが大切です。そのため、防災

ノートや家族防災手帳を活用し、児童生徒が学校で学んだことを家庭でも共有し、地域の防災

力の向上につなげていけるようにしています。 

 

 

 

 

 

 

・ 防火教室（全小学校）・防災教室（全中学校）の実施 

 防災訓練 
（地震・火災） 

地域と連携 

防災の学習 防災訓練 防災に関する話し合い 

小学校（38校） ３８校 ２４校 ２６校 ３校 

中学校（22校） ２２校 １３校 １５校 ８校 

防火教室では、火事、煙のおそろしさや対応の仕方など、体験を通して学ばせています。防

災教室では、災害時の自分の命を守る行動について学ばせたり、災害の際の手当の仕方や傷つ

いた方の搬送の仕方など、実技を通して学ばせたりしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 災害に応じた訓練の実施 

避難後に津波警報が発表されたことによる第二次避難訓練、

停電により校内放送が使えないことを想定した訓練などを行

っています。 

このように、様々な想定で経験を積むことで、「どのような

状況でも自分の命は自分で守る」「自分の判断で主体的に危険

を予測し、行動する」「どのような状況でも落ち着いて行動す

る」といった自助の力を子どもたちに育成しています。 

・ 合同避難訓練 

近隣の学校、園で実施している地域もあります。小学生が幼児に避難のときの約束を教えな

がら、決められた避難経路に沿って避難しています。 

家族防災手帳 

 

調理油の引火実験 起震車での地震体験  
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土鍋を使った炊き出し 

・ 地域との連携 

学校では、地域と連携した避難・防災訓練が広がっています。学校と地域がともに、大

震災を体験した方々から生の声を聞いたり、土嚢作りや非常食の炊き出し訓練をしたり、

HUG（避難所運営ゲーム）など防災に関する学習を行ったりするなど、各地域で工夫し

た取り組みが行われています。 

 

 

 

 

 

 

土嚢作り・土嚢積み体験            ＨＵＧ（避難所運営ゲーム）体験 

 

・ 地域の防災コーディネーターとの連携 

主に小学校において、土鍋を使った炊き出し訓練などが行

われています。この取り組みでは、学校教育の中で「つくる」

「食べる」楽しさを通して、防災を体験的に学習すること、

災害のイメージや減災への創造力を培い、自分を守る力と生

きる力、助け合う力を身につけ、防災の担い手を育成するこ

とを目的に行われています。 

◆ 今後の方向性 

○ 「防災ノート」や「家族防災手帳」を有効利用し、児童生徒が保護者と一緒に考えられ

る機会をつくっていきます。また、保幼小中と家庭、地域が連携を図り、様々な状況を想

定した防災訓練や、引き渡し訓練の充実に努めます。 

○ 幼稚園から中学校まで、系統的な防災教育をより一層推進します。特に、中学校では、

生徒が地域防災の担い手となることができるよう、共助の意識や実践力を高めていきます。 

 ○ 災害時に、学校が避難所となった際の円滑な避難所運営に向けて、学校と地域との連携

のあり方について、取り組みが進められている学校を例に検証していきます。 

 ○ 多くのボランティア経験を持ち、児童生徒とも年齢の近い「学生機能別団員」を活用し

た防災学習の可能性について検証します。 

 

 （２）危機管理体制の充実 

○ 教職員の危機管理意識の向上 

・ 学校安全・防災担当者研修会 

第１回（平成２８年４月実施）では、子どもたちに学校

内外に潜む危険を予知、または回避することができる力を

育成することを大切にして、声かけやつきまとい、子ども

が巻き込まれた交通事故など、具体的な事例を基に研修を

しました。 
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また、第２回（平成２８年７月実施）では、市危機管理室と連携して、災害発生時を想

定し、避難所で起こる様々な出来事にどう対応していくかを模擬体験するＨＵＧ（避難所

運営ゲーム）を行いました。さまざまな状況に応じた対策を日頃から確認、共有しておく

必要性を再確認する機会となりました。 

・ 「ヒヤリ・ハット体験」の調査・分析 

 過去に、学校で起こった事故や校区内で起こった事故を調査・分析することで、事故の

原因や事故後の対応、また、子どもへの指導内容や施設設備の改善等、今後の取り組みを

充実させることにつながりました。 

・ 交通安全教室講習会（三重県教育委員会主催） 

全ての中学校の学校安全担当教員等が参加し、県内の交通事故情勢を踏まえた中学校におけ

る交通安全教育の効果的な指導法を学びました。これにより生徒一人一人が危険予測・危機回

避能力を高め、交通行動の実践力を身につけることにつながりました。 

・ 学校防災リーダー等教職員研修会（三重県教育委員会主催） 

 各校の防災担当者などが参加しました。午前の学校防災入門研修会（講師：三重大学大学院

工学研究科川口淳准教授）では、防災ノートなど防災教育教材の効果的な使い方や家庭や地域

との連携や避難所協力について、午後の学校防災スキルアップ研修（講師：滋賀大学教育学部

藤岡達也教授）では、防災教育における地域連携のあり方について学び、各校の防災教育にい

かすことができました。 

・ 「学校・園防災マニュアル」作成 

 平成２７年４月に策定した「四日市市学校防災対策ガイドライン」に基づき、作成していま

す。「学校・園防災マニュアル」では、災害発生時に的確な行動ができるように、教職員の役

割分担や避難経路図（地震発生時と津波警報発令時）、地震発生時に「だれが」「どのような行

動をとるのか」を明記した緊急対応図等を示しています。また、災害時に学校が避難所となっ

た際の役割について示しています。 

◆ 今後の方向性 

○  自校の重大事故や「ヒヤリ・ハット体験」を分析し、共通理解を図った安全指導を

継続して実施します。また、不慮の事故が発生した場合、混乱せず、迅速かつ的確な

対応ができるよう、全教職員の共通理解と協力の下、万全の体制を確立します。 

○  今後も「防災教育年間計画」にもとづき、教育活動全体を通した防災教育を進めま

す。また、「学校・園防災マニュアル」を見直し、災害発生時に迅速で的確な行動がと

れるよう改善に努め、市危機管理室と情報の共有を図ります。 

○  防災教育を充実させるためには、教職員の防災教育に関する指導力の向上が必要で

す。そのために、引き続き、学校安全・防災担当者研修会を開催するとともに、防災

に関する基礎的な知識を取得する機会や情報の提供を積極的に行っていきます。 

 


